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１．はじめに

山形県では，平成 18年 3月に，科学技術分野にお

いて取り組むべき政策の基本方針とその推進方策を示

す「やまがた科学技術政策大綱」（以下「大綱」とい

う。）を策定しました。この大綱を通じて，本県の科

学技術関連施策が的確かつ総合的に推進されるととも

に，県民，企業，大学，行政等のそれぞれにおいて，

科学技術の重要性についての認識が一層深まり，組

織・機関の枠を超えた横断的な連携・協働が促進さ

れ，相乗効果が発揮されることを目指しています。

大綱では，「知的財産の戦略的な創出・活用の促進」

を推進方策の一つとして掲げ，県内企業等における

「知的創造サイクル」の総合的な支援を行い，本県産

業等の振興を図っていくこととしています。

今回は，大綱に基づき実施している本県の知的財産

に関する取組みについて紹介します。

２．知的財産に係る山形県の現状

本県の製造業は，事業所数 3,428事業所，従業者数

は 112,472人，製造品出荷額等は，2兆 8,692億円と

なっています（「工業統計調査」（経済産業省 H17））。

製造品出荷額等の業種別構成比をみると情報通信機械

器具，電子部品・デバイス，一般機械器具，食料品の

4業種で約 6割を占め，当該業種の比率が高いことが

特徴となっています。

事業所数，従業員数，製造品出荷額等の規模的指標

はいずれも東北では，福島県，宮城県に次いで 3番目

となっています。

本県の平成 18年の特許出願件数は，全国 37位，東

北では宮城県，岩手県に次ぐ 3番目となっています。

また，出願件数 293件のうち，約 200件が企業による

出願となっており，そのうち上位 4社で企業による出

願の約 4割（県全体の出願の約 3割）を占めています。

次に，製造業を中心とした県内企業の知的財産担当

人材の状況（図 1）を見ると，4分の 1の企業が「必

要性がないのでいない」，3分の 1の企業が，「必要性

は感じるがいない」と回答しており，合わせて知的財

産担当者のいない企業が全体の 6割を占めています。

知的財産担当人材について，「必要性がないのでい

ない」としている企業が 4分の 1あることから，県内

産業界において知的財産の重要性や必要性について認

識してもらう必要があります。このためには，まず，

企業経営者等マネジメント層に知的財産経営の重要性

に関する意識啓発を行い，知的財産の意義を広く周知

し，知的財産を戦略的に創造，保護する経営への転換

を促進していく必要があります。

3．山形県の公設試験研究機関の機能強化に向け

た取組み

県では，平成 15年度と 16年度に「山形県試験研究

機関機能強化基本戦略」と「同Ⅱ」を策定し，①外部

委員による研究評価と部局を横断した予算調整の実

施，②専門的立場からの助言を行うアドバイザリーボ

ードの設置，③先端的研究機関等への派遣等による研

究者の資質向上，④県有特許管理の一元化による迅速

性の確保や外部有識者からの専門的意見を踏まえた知
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図 1 知財担当人材の状況



的財産の戦略的な管理・活用など，県試験研究機関の

機能強化に向けた様々な取組みを行っています。

その中で，平成 19年度は，試験研究機関の研究成

果を権利化する場合等において，より一層戦略性を持

って活用していくため，「山形県試験研究機関におけ

る知的財産出願等に係る取扱基準（仮称）」の策定を

進めています。

また，試験研究機関では，自ら知的財産を創出する

以外にも様々な業務を行っています。本県の製造業と

最も密接な関係がある山形県工業技術センターの利用

に関するアンケート調査結果（表 3）を見ると，県内

企業が最も期待しているのは「技術相談」となってお

り，平成 18年度は，約 7,800件の技術相談・指導を

行っています。

本県では，企業のニーズに応えるため，引続き，技

術相談・指導に力を入れていくこととしていますが，

知的財産の創出，保護，活用の好循環（知的創造サイ

クル）を生み出していくためには，このような企業に

対する技術相談・指導の機会を活用していくことが重

要と考えています。そして，従来の技術相談・指導に

加え，知的財産の戦略的活用も含め，適切な指導・助

言ができるよう更なる機能強化を図っていく必要があ

ると考えています。

このように知的財産についても指導・助言できる体

制を構築していくためには，試験研究機関の研究者の

知財マインドの向上が不可欠であることから，平成

19年度は，公設試験研究機関研究者を対象としたセ

ミナーや講演会を開催し，研究者の意識の向上を図っ

ているところです。

4．日本弁理士会との協定

中小企業の多くは，「単独では独創的・革新的な技

術を生み出し続けるのは困難」，「十分な先行技術調査

を行う資源を有していない」，「模倣品に対処できな

い」，「紛争が起きてしまったら対処できない」と言わ

れています。しかし，現実問題として，中小企業にお

いて知的財産関連人材の育成を進めようとしても，企

業内部での育成は困難なことから，関係機関による支

援が不可欠であると言えます。

このような背景のもと，県では，本県における知的

財産に関する意識の啓発，スキルアップを目指して，

平成 18年 10月に日本弁理士会と「知的財産の活用に

よる地域の活性化と産業の振興のための協力に関する

協定」を締結しました。

この協定を受け，「知的財産タウンミーティング in

山形」を開催（参加者数約 140名）し，知的財産制度

を活用している山形県内外の中小企業経営者による実

体験の話や，日本弁理士会知的財産支援センター支援

員による「特許制度」を分かりやすく説明した寸劇な

どにより，知的財産の重要性を啓発しました。また，

県内の企業・大学・金融機関・公設試験研究機関等の

研究開発，知的財産関係者を対象に，企業活動におい

て知的財産を有効に活用できる実践力の養成を目的と

した「知的財産セミナー」を村山地域にて開催しまし

た。平成 19年度は，庄内地域で同様のセミナーを実

施中であり，平成 20年度は置賜地域で実施を予定する

など，県内各地で順次開催していくこととしています。

5．山形県における知的財産関連人材育成のため

の施策

研究者，技術者，経営者のみならず，次代を担う人

材の裾野を広げていく必要があります。最近，子ども

たちの「理科離れ」が指摘されています。そこで，本

県では，学校や地域の子供会等の依頼に応じて科学に

関する知識を持つ人材を派遣する「サイエンス・ナビ

ゲーター派遣事業」や，各試験研究機関において開催

する「夏休み親子科学教室」を実施していくとともに，

平成 19年度は，理工系大学生の企画による中学生・

高校生と科学者が語り合う場（「やまがたサイエンス

カフェ」）の運営支援を新規で実施しています。こう

した事業により，小中高生の科学技術への関心を高め

ながら，知的財産に対しても興味をもってもらえるよ

う啓発していくこととしています。
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表 3 利用したい工業技術センターのサービス
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